
令和7年度定額減税補足給付金（不足額給付）について

不足額給付とは？

令和7年度定額減税補足給付金（不足額給付）は、令和7年1月1日時点に那覇市在住で、令和6年度
に実施した当初調整給付の支給額に不足が生じる方等（以下の【不足額給付1】または【不足額
給付2】）を対象に、不足する金額を給付するものです。

【不足額給付1】

[対象の可能性がある方 ]

　令和６年度に実施した当初調整給付の算定に際し、令和5年所得等を基にした推計額（令和
6年分推計所得税額）を用いて算定したことなどにより、令和6年分所得税及び定額減税の実績
額等が確定したのちに、本来給付すべき所要額が、当初調整給付額を上回る方

■支給額
「不足額給付時における調整給付所要額※1」－「当初調整給付時における調整給付所要額※1」 
※1…調整給付所要額(1)と(2)の合算額（合算額を万円単位に切り上げます）
　　 (1)所得税分定額減税可能額－令和6年分推計所得税額(当初調整給付時)または令和6年分所得税額(不足

　  額給付時)（(1)＜0の場合は0）
　　 (2)個人住民税所得割分定額減税可能額－令和6年度分個人住民税所得割額（(2)＜0の場合は0）

・子どもの出生などで扶養親族が令和 6年中に増加した方
・令和 5 年所得に比べ令和 6 年所得が減少したことで令和 6 年分所得税額が令和 6 年分
推計所得税額を下回った方
・当初調整給付後に令和 6 年度分個人住民税の税額変更により、個人住民税所得割額が
減少し、本来給付すべき額が当初調整給付を上回る方

※不足額給付時に算出した調整給付所要額（A）が当初調整給付額（B）を下回った場合にあっては、余剰額の返還は求めない。

【イメージ】
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住民税分控除不足額（R6実績）
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那覇市令和7年度定額減税補足給付金（不足額給付）
専用コールセンター

☎0120-666-802

【不足額給付2】
　次の(1)～(3)の要件をすべて満たす方
(1)令和6年分所得税及び令和6年度個人住民税所得割ともに定額減税前税額がゼロ（本人と
して、定額減税の対象外であること）

(2)令和6年分所得税及び令和6年度個人住民税において、税制度上、「扶養親族等」から外れて
しまう（扶養親族等として、定額減税の対象外であること）

　  (例:青色事業専従者や事業専従者(白色)の方、または合計所得金額48万円超かつ1,805万円以下の方)
(3)令和5年から令和6年にかけて実施した低所得世帯向け給付対象世帯の世帯主・世帯員に
該当していない

上記のほか、「地域の実情によりやむを得ないと内閣府が認める場合」※2に該当する方は、
支給対象となる場合があります。

ア　令和５年所得において、扶養親族等として住民税の定額減税の対象になったものの、令和６年所得におい
て合計所得金額が48万円を超える者又は青色事業専従者等（税制度上「扶養親族等」から外れてしまう
者）であったため、扶養親族等として所得税の定額減税の対象から外れてしまった場合

　   支給額は、所得税の定額減税対象分（３万円）となります。※3

イ　令和５年所得において、合計所得金額が48万円を超える者又は青色事業専従者等（税制度上「扶養親族
等」から外れてしまう者）であったため、扶養親族等として住民税の定額減税の対象から外れてしまったも
のの、令和６年所得において合計所得金額48万円以下であったため、扶養親族等として所得税の定額減税
の対象になった場合

　   支給額は、住民税の定額減税対象分（１万円）となります。

ウ　令和５年所得において合計所得金額が48万円を超える者又は青色事業専従者等（税制度上「扶養親族
等」から外れてしまう者）で、本人として当初調整給付の給付対象者であり、令和６年所得においても、引き
続き、合計所得金額が48万円を超える者又は青色事業専従者等であるものの、本人としても扶養親族等
としても所得税の定額減税の対象から外れてしまった場合

　   支給額は、所得税の定額減税対象分（３万円）となります。※3

※3…ア、ウについては当初調整給付を本人または被扶養者として対象だった方は、その分を差し引きます。

※2…「地域の実情によりやむを得ないと内閣府が認める場合」とは、令和5年から令和6年にかけて実施した
低所得世帯向け給付対象世帯の世帯主・世帯員に該当していない方のうち、以下のア～ウのいずれか
に該当する場合を指し、支給額はそれぞれ以下のとおりです。

■支給額　上限4万円
・令和6年1月1日時点で国外居住者であった場合には3万円
・「地域の実情によりやむを得ないと内閣府が認める場合」※2に該当する方は、３万円以内の
個別の支給額

お問い合わせ

受付時間：平日9：00～17：00 （土日祝を除く） 那覇市公式HP

・支給案内が届いた方の口座変更⇒支給案内に記載の期限
・確認書または申請書が届いた方⇒令和７年10月31日(金)申請期限について　


